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明 細 書

発明の名称 ：

シーラン ト用樹脂組成物、積層フィルムおよび包装袋

技術分野

[0001 ] 本発明は、低分子量の有機化合物に対する非吸着性およびバ リァ性に優れ

、かつ安定 したヒ一 卜シールが可能なシ一ラン ト用樹脂組成物、積層フィル

厶および包装袋に関する。

本願は、 2 0 1 1年 1 2 月 2 2 日に日本に出願された特願 2 0 - 8

1 3 6 6 号に基づき優先権を主張 し、その内容をここに援用する。

背景技術

[0002] 従来のポリオレフィン系樹脂をシ一ラン 卜とした包装フイルムは低分子量

の有機化合物に対する非吸着性およびバ リァ性が劣り、飲食物や化粧品等の

香気成分が吸着 して風味が変化 したり、化粧品や薬剤等の微量な有効成分が

浸透あるいは吸着 して効能が低下 したりする欠点がある。また、包装フィル

厶に対する影響としては、内容品に含まれる香味成分やアルコール類、界面

活性剤などの有機成分が浸透することにより、包装フィル厶内部の接着剤層

やアンカ一剤層、印刷層等に悪影響を及ぼして層間のラミネ一 卜強度を低下

させ、デラミネ一シヨン （剥離）を起こすおそれがあるという問題もある。

[0003] 特許文献 1 には、非晶性シクロ才レフィンコポリマ一 （C O C ) 6 5 9

2 質量％と、非晶性シク口才レフインポリマ一 （C O P ) 8 ~ 3 5 質量％と

からなるシク口才 レフイン系樹脂混合物 1 0 0 質量部と、低密度ポリエチ レ

ン 7 ~ 3 0 質量部とを含有する樹脂組成物が記載されている。

特許文献 2 には、ガラス転移温度 （T g ) が 3 0 °C以下である環状才レフ

ィン系共重合体 （環状才レフィンと —才レフィンとを共重合 して得 られる

C O C ) 2 ~ 9 8 重量％と、熱可塑性樹脂 9 8 ~ 2 重量％とからなる熱可塑

性樹脂組成物が記載されている。

先行技術文献



特許文献
[0004] 特許文献1 ：特開 2 0 1 0 _ 7 7 3 9 1 号公報

特許文献2 ：特開平 5 —2 7 1 4 8 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0005] 特許文献 1 の場合、C O C の配合量が多いため、C O P に比べると、包装

フイルムを袋としたときに内容物に含まれる上記有機成分がシ一ラン トに吸

着 しやすい （非吸着性が低い）という問題がある。

特許文献 2 の場合、C O C のT g が 3 0 °C以下であるため、それより高い

温度では非吸着性が得 られないという問題がある。

[0006] 本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、内容物に含まれる有機

成分に対する非吸着性と、 ヒ一 トシ一ル性を向上することが可能なシ一ラン

卜用樹脂組成物、積層フイルムおよび包装袋を提供することを課題とする。

課題を解決するための手段
[0007] 前記課題を解決するため、シク口才レフインポリマ一 （C O P ) とシクロ

才レフィンコポリマ一 （C O C ) とポリエチレン （P E ) をブレン ドした樹

脂からなり、その配合比は、シク口才レフインポリマ一 （C O P ) 4 2 9

8 重量％、 シクロ才レフィンコポリマ一 （C O C ) 1 ~ 4 9 重量％、ポリエ

チレン （P E ) 1 ~ 1 9 重量％であることを特徴とするシ一ラン ト用樹脂組

成物を提供する。

前記シク口才レフインポリマ一 （C O P ) と前記シクロ才レフィンコポリ

マ一 （C O C ) のガラス転移温度が、いずれも 5 0 ~ 1 4 0 °Cであることが

好ましい。

また、本発明は、基材と、積層フイルムの一方の最表面となるシ一ラン ト

層とを含む複数の層を有する積層フイルムにおいて、前記シ一ラン ト層が、

前記シ一ラン ト用樹脂組成物からなることを特徴とする積層フイルムを提供

する。



また、本発明は、前記積層 フイルムか らな り、前記シ一ラン ト層 を ヒ一 卜

シール してなる ヒ一 卜シール部 を有することを特徴 とする包装袋 を提供する

発明の効果

[0008] 本発明によれば、 内容物 に含 まれる有機成分 に対する非吸着性 と、 ヒー ト

シール性 を向上することが可能なシ一ラン ト用樹脂組成物、積層 フイルムお

よび包装袋 を提供することがで きる。

発明を実施するための形態

[0009] 以下、好適な実施の形態 に基づ き、本発明を説明する。

本形態例のシ一ラン 卜用樹脂組成物 は、 シク口才 レフインポ リマ一 （C O

P ) とシクロ才 レフィンコポ リマ一 （C O C ) とポ リエチ レン （P E ) をプ

レン ドした樹脂か らな り、 その配合比は、 シク口才 レフインポ リマ一 （C O

P ) 4 2 ~ 9 8 重量％、 シクロ才 レフィンコポ リマ一 （C O C ) 1 ~ 4 9 重

量 0/ 0、 ポ リエチ レン （P E ) 1 ~ 1 9 重量 0/ 0である。

[001 0] また、本形態例の積層 フイルムは、基材 とシ一ラン ト層、必要 に応 じて他

の中間層 を積層 した構成であ り、すなわち、積層 フイルムの一方の最表面 と

なるシ一ラン ト層 と基材、必要 に応 じて他の中間層、接着剤層やアンカ一剤

層な どの複数の層 を有する。

ここで、 シ一ラン ト層 とは、 ヒ一 卜シール に用い られる層であ り、包装材

料 と しては内容品に接する最内層 に配置 されるものである。前記シ一ラン 卜

層が、本形態例のシ一ラン ト用樹脂組成物か らなる。

基材 または他の中間層 とシ一ラン 卜層 との積層は、接着剤層又はアンカ一

剤層 を介 しても良い し、基材 に直接積層 されていても良い。前記中間層 と し

ては、補強層、 ガスバ リア層、遮光層、印刷層な ど、適宜、一層 または複数

層 を選択することがで きる。

[001 1] 本発明のシ一ラン トに用い られるシク口才 レフインポ リマ一 （C O P ) は

、例 えば環状才 レフィンの単独重合体 も しくは 2 種以上の環状才 レフインの

共重合体 またはその水素添加物であ り、通常 C O P ( C y c I o o I e f ί



n p o l y m e r ) と称 され るものである。前記 C O P は、好 ま しくは非

結晶性 の重合体であ り、 よ り好 ま しくは、 メタセシス等 による環状才 レフィ

ンの開環重合体 またはその水素添加物 である。前記 C O P は、 C O C 等 に比

ベて脂環式構造 を含有 する比率 が高 く、非 吸着性 に優れ るため、好 ま しい。

下記化学式 （化 1 ) に、 C O P の一例 を示す。

[001 2] [ 化 1]

[001 3] (式 中、 R 1および R 2 は互 いに同一 または異種 の炭素数 1 ~ 2 0 の有機基 ま

たは水素原子 を示 し、 また、 R 1 と R 2 は互 いに環 を形成 していてもよい。 n

は 1 以上の整数 を示す。）

[0014] 本発 明のシ一ラン トに用い られ るシクロ才 レフィンコポ リマ一 （C O C )

は、例 えば 1 種 も しくは 2 種以上の環状才 レフインと 1 種 も しくは 2 種以上

の非環状才 レフィンとの共重合体 またはその水素添加物 であ り、通常 C O C

( C y c I o o I e f i n c o p o I y m e ) と称 され るものである。

前記 C O C は、好 ま しくは非結晶性 の重合体であ り、 よ り好 ま しくは、環状

才 レフィンとエチ レンとの共重合体 またはその水素添加物 である。

下記化学式 （化 2 ) に、 C O C の一例 を示す。

[001 5] [ 化 2]

[001 6] (式 中、 R 1および R 2 は互 いに同一 または異種 の炭素数 1 ~ 2 0 の有機基 ま



たは水素原子 を示 し、 また、 R 1 と R 2 は互 いに環 を形成 していて もよい。 R 3

は炭素数 1 ~ 2 0 の有機 基 または水素原子 を示 す。 m および p はそれ ぞれ 1

以上 の整数 を示 す。 ）

[001 7] 上 記炭素数 1 ~ 2 0 の有機 基 と して、 よ り具体 的 には、例 えばメチル、 ェ

チル、 n —プロ ピル、 ί —プロ ピル、 η —プチル、 ί —プチル、 s e c —プ

チル、 t —プチル、 ί —ペ ンチル、 t —ペ ンチル、 n —へ キシル、 n —ヘ プ

チル、 n —才 クチル、 t —才 クチル （1 ， 1 —ジメチル _ 3 ， 3 —ジメチル

プチル）、 2 —ェチルへ キシル、 ノニル、 デ シル、 ゥンデ シル、 ドデ シル、

トリデ シル、 テ トラデ シル、ペ ンタデ シル、へ キサデ シル、ヘ プタデ シル、

才 クタデ シル、 ノナデ シル、 ィ コシル等 の アル キル基 ；シ クロペ ンチル、 シ

クロへ キシル、 シ クロへ プチル、 シ ク口才 クチル等 のシ クロアル キル基 ；1

—メチル シ クロペ ンチル、 1 —メチル シ クロへ キシル、 1 _ メチル _ 4 _ ί

— プ ロ ビル シ クロへ キシル等 の アル キル シ クロアル キル基 ；ァ リル、 プロぺ

ニル、 プテニル、 2 —プテニル、へ キセニル、 シ クロへ キセニル等 の アル ケ

ニル基 ；フエニル基、 ナ フチル基、 メチル フエニル基、 メ トキシ フエ二ル基

、 ビフエ二ル基、 フエノキシ フエニル基、 クロ口フエ二ル基、 スル ホ フエ二

ル基等 の ァ リ一ル基 ；ベ ンジル基、 2 _ フエニル ェチル基 （フエネチル基）

、 _ メチルベ ンジル基、 ， —ジメチルベ ンジル基等 の ァラル キル基等

を挙 げる ことがで きるが、 これ らに限定 され るものではない。 また、 これ ら

は 1 種 を単独 で、 あ るいは 2 種以上 を併 用 して も良い。

[001 8] 前 記 C O Ρ および前記 C O C の構成 モ ノマー と して使 用 され る環状 才 レフ

インと しては、例 えば、炭素原子数 が 3 ~ 2 0 の シ クロアル カ ンを有 す る ビ

ニル シ クロアル カ ンおよび その誘導体、炭素原子数 が 3 ~ 2 0 の モ ノシ クロ

アル ケ ンおよび その誘導体、 または ノル ボル ネ ン骨格 を有 す る環状 才 レフ ィ

ン （ノル ボル ネ ン系 モ ノマ一）が好 ま しい。

ノル ボル ネ ン系 モ ノマ一 と しては、例 えば、 下記化学 式 （化 3 ) に示 す よ

うに、 ビシ クロ [ 2 . 2 . 1 ] _ 2 _ ヘ プテ ン （ノル ボル ネ ン） および その

誘導体、 卜リシ クロ [ 4 . 3 . 0 . 1 2' 5] _ 3 —デ セ ンおよび その誘導体、 テ



卜ラシクロ [ 4 . 4 . 0 . 1 2' 5. 1 7' 10 ] _ 3 — ドデセンおよびその誘導体、

ペンタシクロ [ 6 . 5 . 1 . 1 3' 6. O 2' 7. 0 9' 13 ] _ 4 _ ペンタデセンおよびそ

の誘導体、ペンタシクロ [ 7 . 4 . 0 . 1 2' 5. 1 9' 12 . 0 8' 13 ] _ 3 _ ペンタデ

センおよびその誘導体、ペンタシクロ [ 8 . 4 . 0 . 1 2' 5. 1 9' 12 . 0 8' 13 ] -

3 _ へキサデセンおよびその誘導体、ペンタシクロ [ 6 . 6 . 1 . 1 3' 6. 0 2' 7

. 0 9' 14 ] _ 4 _ へキサデセンおよびその誘導体、へキサシクロ [ 6 . 6 .

. 1 3' 6. 1 10' 13 . O 2' 7. 0 9' 14 ] — 4 — ヘプタデセンおよびその誘導体、ヘプタ

シクロ [ 8 . 7 . 0 . 1 2' 9. 1 4' 7. 1 ' 17 . O 3' 8. 0 12 ' 16 ] — 5 —エイコセンお

よびその誘導体、ヘプタシクロ [ 8 . 7 . 0 . 1 3' 6. 1 10' 17 . 1 12' 15 . O 2' 7. 0 1

い6] — 4 — エイコセンおよびその誘導体、ヘプタシクロ [ 8 . 8 . 0 . 1 2' 9

. 1 4' 7. 1 ' 18 . O 3' 8. 0 12 ' 17 ] — 5 — ヘンエイコセンおよびその誘導体、才ク

タシクロ [ 8 . 8 . 0 . 1 2' 9. 1 4' 7. 1 ' 18 . 1 13 ' 16 . O 3' 8. 0 12 ' 17 ] _ 5 — ド

コセンおよびその誘導体、ノナシクロ [ 1 0 . 9 . 1 . 1 4' 7. 1 13' 20. 1 15' 18 .

0 2 o 3' 8. O 12 ' 2 1. 0 14 ' 19] _ 5 _ ペンタコセンおよびその誘導体等が挙げら

れる。誘導体としては、置換基として上記炭素数 1 ~ 2 0 の有機基 （R R

2 ) を 1 つまたは 2 つ以上有するものや、ノルボルナジェンのように不飽和結

合を 2 以上有するもの等が挙げられる。

[001 9] [ 化3]

(
ta

[0020] 前記 C O C の構成モノマーとして使用される非環状才レフィンとしては、

例えば、エチレンや、プロピレン、 1 —プテン、 1 _ ペンテン、 1 _ へキセ



ン、 1 _ ヘ プテ ン、 1 —才 クテ ン等の —才 レフィン、 3 —デセ ンや 3 — ド

デセ ン等が挙 げ られる。

[0021 ] 前記 C O P は、 ノル ボルネン骨格 を有する環状才 レフ ィ ンの重合体 または

その水素添加物であ り、前記 C O C は、 ノル ボルネン骨格 を有する環状才 レ

フィンと非環状才 レフィンとの重合体 またはその水素添加物であることが好

ま しい。

C 0 P と しては市販品を用いることがで き、例 えば日本ゼ才 ン株式会社製

のゼ才ネ ックス、ゼ才 ノアを好適 に用いることがで きる。 C O C と しては市

販品を用いることがで き、例 えば三井化学株式会社製のアベル、ポ リプラス

チ ック社製の T 0 P A S を好適 に用いることがで きる。

[0022] 本発明のシ一ラン トに用い られるポ リエチ レン （P E ) は、エチ レンの単

独重合体 （エチ レンホモポ リマ一）、エチ レンと炭素数が 4 個の _ 才 レフ

イン （1 —プテ ン等）を共重合 させた直鎖状低密度ポ リエチ レン （C 4 _ L L

D P E ) 、 エチ レンと炭素数が 6 個の —才 レフィン （1 —へキセ ン等）を

共重合 させた直鎖状低密度ポ リエチ レン （C 6 _ L L D P E ) 、 エチ レンと炭

素数が 8 個の —才 レフィン （1 —才 クテ ン等）を共重合 させた直鎖状低密

度ポ リエチ レン （C 8 _ L L D P E ) 、 エチ レン一酢酸 ビニル共重合体 （E V

A ) な どが挙 げ られる。

ポ リエチ レン （P E ) は、エチ レンホモポ リマ一、 またはエチ レンとェチ

レン以外の非環状才 レフィン （例 えば —才 レフィン） との共重合体が好 ま

しい。

ポ リエチ レン （Ρ Ε ) は、前記樹脂 自身の融点や組成物 中の配合量 を適宜

選択することが好 ま しい。ポ リプロピレン （Ρ Ρ ) の ような比較的高融点の

ポ リオ レフイン系樹脂 に比べ ると、 メタ口セ ン系直鎖状低密度ポ リエチ レン

( m _ L L D P E 。 メタ口セ ン触媒 によ り重合 した L L D P E ) 等のェチ レ

ンホモポ リマ一、あるいは、 C 4 _ L L D P E 、 C 6 _ L L D P E 、 C 8 _ L L

D P E 等のエチ レン一 —才 レフィン共重合体は、 シ一ラン 卜層の融点を適

度なもの とすることがで きるので、好 ま しい。



[0023] 本発明の積層フイルムで用いられるシ一ラン ト層は、前記シ一ラン ト用樹

脂組成物からなる。前記樹脂組成物は、本発明の目的を損なわない範囲で、

適宜の添加剤を添加することができる。添加剤としては、例えば酸化防止剤

、滑剤、アンチブロッキング剤、難燃剤、紫外線吸収剤、光安定剤、帯電防

止剤、着色剤等が挙げられる。

前記シ一ラン ト用樹脂組成物のガラス転移温度 （T g ) は、 4 0 °C より高

いことが好ましい。ガラス転移温度以下の温度では非吸着性が低下する。プ

レン ド前のC O PのT g は 5 0 ~ 1 4 0 °Cであり、C O C のT g も 5 0 ~ 1

4 0 °Cであることが好ましい。また、ブレン ド前のC O PのT g が 5 0 ~ 1

3 0 °Cであり、C O C のT g も 5 0 ~ 1 3 0 °Cであることがより好ましい。

[0024] 本発明においては、C O P とC O C とP E との配合比は、三者の合計を 1

0 0 重量％として、C O Pが4 2 ~ 9 8 重量％、〇0 〇が 1 ~ 4 9 重量％、

ロ巳が 1 ~ 1 9 重量％である。これにより、非吸着性は優れるがシール強度

は低いC 0 P と、シール強度は優れるが非吸着性はC 0 P よりも低いC 0 C

に比べて、シール強度および非吸着性が共に良好なシ一ラン 卜材が得 られる

。また、上記配合比とすることで、C O PやC O C が単独である場合に比べ

て、引張伸度が著 しく向上するという、驚 くべき効果を確認することができ

た。引張伸度は、値が大きいほどフイルムが伸びやすく柔軟であることを意

味する。

また、C O P とC O C とP E との配合比は、より好ましくは、C O Pが4

3 ~ 9 4 重量％、〇0 〇が 3 ~ 4 8 重量％、 P E が 3 ~ 1 8 重量％であり、

さらに好ましくは、C O Pが4 4 ~ 8 2 重量％、〇0 〇が 9 ~ 4 6 重量％、

P E が 5 ~ 1 2 重量％である。

C O P とC O C とP E との配合量の関係は、C O Pの配合量がC O C の配

合量以上であることが好ましく （C O P C O C ) 、また、C O C の配合量

が P E の配合量以上であることが好ましい （C O C P E ) 。

[0025] 積層フイルムの基材としては、耐熱性や強度などの機械的特性、印刷適性

に優れた延伸フイルムが好ましく、具体的には、 2 軸延伸ポリエチレンテレ



フタ レ一 卜 （0 —P E T ) フイルム、 2 軸延伸ナイロン （O —N y ) フィル

厶、 2 軸延伸ポリプロピレン （O P P ) フイルム等を挙げることができる。

前記基材の厚さは通常 1 0 ~ 5 0 mであり、好ましくは 1 0 ~ 3 0 mで

ある。

[0026] シ一ラン ト層の内側には、シ一ラン ト層を基材または他のフイルムと接着

するため、アンカ一剤層または接着剤層が介在されることが好ましい。シ一

ラン ト層を押出ラミネ一 卜法で形成する場合には、シ一ラン ト層の内側に接

するアンカ一剤層が形成される。基材として0 _ P E T を用いる場合にはァ

ンカ一剤層を用いなくとも良い。予め単層フイルムとして作製 したシ一ラン

卜層を ドライラミネ一 卜法によって基材または他のフイルム と接着する場合

には、シ一ラン ト層の内側に接する接着剤層が形成される。また、共押出法

を用いる場合は酸変性ポリオ レフィンなどの接着性樹脂を用いても良い。

前記アンカ一剤層を構成するアンカ一剤としては、ポリウレタン系、ポリ

エーテル系、アルキルチタネ一 卜 （有機チタン化合物）系等、一般的に押出

ラミネ一 卜法に使用されるアンカ一剤が使用でき、積層フイルムの用途に合

わせて選択可能である。

前記接着剤層を構成する接着剤としては、ポリウレタン系、ポリエーテル

系等、一般的に ドライラミネ一 卜法に使用される接着剤を使用でき、積層フ

ィル厶の用途に合わせて選択可能である。

[0027] 前記シ一ラン ト層の内側のアンカ一剤層または接着剤層と前記基材との間

には、中間層としてガスバ リア層や補強層などが存在 していても構わない。

補強層は積層フイルムの強度特性を補完する役割を有する。補強層を構成

する樹脂としては、ポリプロピレン （P P ) 、ポリエチレン （P E ) 等のポ

リオレフイン系樹脂、 2 軸延伸ポリエチレンテレフタレ一 卜 （0 —P E T )

、 2 軸延伸ナイロン （0 _ N y ) 、 2 軸延伸ポリプロピレン （O P P ) 等を

挙げることができる。補強層の厚みは、通常 5 ~ 5 0 mであり、好ましく

は 1 0 ~ 3 0 mである。

[0028] ガスバ リア層は、酸素や水蒸気等のガスが積層フイルムを透過することを



遮断するためガスバ リァ性 を付与する機能を有する。 このようなガスバ リァ

層 と しては、金属箔、 アル ミニウムや無機酸化物の蒸着層、エチ レン—ビニ

ルアル コール共重合体 （E V O H ) 、塩化 ビニ リデ ン等のガスバ リア性樹脂

層が挙げられる。なお、 ガスバ リア層を補強層 と して共用 しても構わない。

これ らのガスバ リァ層は、基材 または補強層を構成するフイルムの片面に設

けることができ、一般 には基材 とシ一ラン 卜層 との間の中間層 と して設けら

れる。無機酸化物蒸着層の場合は、基材よりも外側の最外層 （積層 フ イル ム

においてシ一ラン 卜層の反対側の最表層） と しても利用できる。

ガスバ リァ層の厚みは、金属箔 またはガスバ リァ性樹脂層による場合は通

常 5 ~ 5 0 m であ り、好ま しくは 1 0 ~ 3 0 m である。 ガスバ リア層 と

して金属蒸着層 または無機酸化物蒸着層を用いる場合には、 これより薄 くす

ることができる。

[0029] 本発明の積層 フイルムを製造する方法 と しては、特 に限定されることな く

、押出ラミネー ト法、 ドライラミネ一 卜法、共押出法 またはこれ らの併用に

より、積層 フイルムを構成する各層を適宜積層すればよい。

本形態例の積層 フイルムにおいて、シ一ラン ト層の厚 さは、包装材料の用

途にも依存 し、特 に限定されないが、通常は 5 ~ 1 5 0 m程度であ り、好

ま しくは 1 5 ~ 8 0 m である。

[0030] 本形態例の積層 フイルムは、 ヒ一 トシ一ル性 と加工適性がともに優れるの

で、通常の製袋機や製袋充填機 を用いた製袋 に適 している。

本形態例の包装袋は、上述の積層 フイルムを前記シ一ラン ト層によりヒ一

トシ一ル してなるものであ り、低分子量成分の非吸着性およびバ リァ性 にも

優れているか ら、飲食物や化粧品、薬剤等の包装袋 と して好適に利用できる

。包装袋の形態は、三方袋、四方袋、合掌貼 り袋、 ガゼ ッ ト袋、 自立袋等の

包装袋 （バ ウチ）のほか、例えばバ ッグインボ ックス用の内袋や ドラム缶内

装袋などの大型の袋等、特 に限定な く適用可能である。

[0031 ] 本発明の包装袋 に注出口を設ける場合、注出口と しては、包装袋 を構成す

る積層 フ イル ム の シ一ラン ト層 と接合 して密封性が確保できるものであれば



好適に使用できるが、より好ましくは、前記積層フイルムのシ一ラント層と

ヒ一卜シール可能な樹脂からなる注出口を用いて、注出口と積層フイルムと

をヒ一卜シールによって接合するものが望ましい。積層フイルムと注出口を

ヒ一卜シールする場合、シ一ラン卜層を内側として積層フイルムを重ね合わ

せた間に注出口を揷入してヒ一卜シールしてもよいし、注出口の一端にフラ

ンジ部や舟形形状の融着基部を設け、このフランジ部ゃ融着基部を積層フィ

ル厶に設けた穴の周縁や包装袋の開口部内面とヒ一卜シールしてもよい。

実施例
[0032] 以下、実施例をもって本発明を具体的に説明する。

[0033] (シ一ラント材）

表 1に示す組成により、シ一ラント材を製造した。シ一ラント材の製造は

、各材料を溶融混練後、押出成形により、所定の厚さのフイルム状に成形す

る方法により実施した。

なお、本実施例で用いたC O P、〇0 〇ぉょび？巳は、次のとおりである

「C O P」 シク口才レフインポリマ一 （日本ゼオン株式会社製、商品

名Z E 0 N 0 R (登録商標） 1 0 2 0 R。 T g = 1 0 2 °C、M F R = 2 0 g

/ 1 0 m i n ( 2 8 0 °C) 、p = 1 . 0 1 g / c m 3 )

「C OC」 シクロ才レフィンコポリマ一 （ポリプラスチックス株式会

社製、商品名T O P A S (登録商標）8 0 0 7 F _ 0 4 。 T g = 7 8 °C、M

V R = 3 2 c m 3 / 1 Om i n ( 2 6 0 °C) 、p = 1 . 0 2 g / c m 3 )

「P E ( 1 ) 」 才クテン—1共重合L L D P E ( T m= 1 2 1 °C、M

F R = 2 . 0 g / 1 0 m i n、 p = 0 . 9 2 3 g / c m 3 )

「P E ( 2 ) 」 メタロセン触媒L L D P E ( T m= 5 5 °C、M F R =

1 . 0 g / 1 0 m i n、 p = 0 . 8 7 0 g / c m 3 )

「P E ( 3 ) 」 メタロセン触媒L L D P E ( T m= 1 2 6 °C、M F R

= 4 . 0 g / 1 0 m i n、 p = 0 . 9 3 7 g / c m 3 )

[0034]



[ 表 1]

[0035] (積層フィルムの製造）

厚み 3 Ο Ίのシ一ラン ト材をP E T フイルムおよびA I 箔と ドライラミ

ネ一 卜により貼り合わせ、 P E T 1 µ ηη Α I 箔 9 a m/ シ一ラン ト材 3

0 mの層構成を有する積層フイルムを得た。

[0036] (評価方法）

上記積層フィルムからバウチを作製 し、下記に説明する評価を行った。た

だ し （4 ) の引張特性は、シ一ラン ト材から作製 した試験片を評価 した。

[0037] ( ) ヒー トシール強度

J I S Z 5 2 6 に準 じて、バウチのヒー トシール部のシール強度 （

N / 5 m ) を引張速度 3 0 0 m m/ m ί n 、幅 1 5 m mにて測定 した。

ヒ一 卜シール条件は、 1 4 0 °C、 1 6 0 °C、 1 8 0 °C、 2 0 0 °C、 2 2 0 °C

のうちのいずれかの温度において、圧力 0 . 2 M P a で 1秒間加熱および加

圧するものである。

[0038] ( 2 ) ヒー トシール強度の安定領域



( 1 ) で測定 した ヒー トシール強度の最大値を含み、かつ最大値 との差が

1 N / 1 5 m m以内の範囲に収 まる温度範囲を、安定領域 と定義 した。

[0039] ( 3 ) 酢酸 — トコフエ口一ルの残存率

有効成分 として酢酸 _ トコフエロール （ビタミン Ε アセテー ト）を含む

市販の化粧水 2 . 5 m I をバウチに入れ、バウチの開口部を圧力 0 . 2 M P

a 、時間 1秒、温度 1 8 0 °C で ヒ一 卜シール して密封 した。密封 したバウチ

を4 0 °C で 1 ヶ月ない し3 ヶ月保管 した後に開封 し、化粧水中の酢酸 — 卜

コフヱロールの残存量を高速液体クロマ 卜グラフィ法で定量 し、前記残存量

をもとに有効成分の残存率を算出 した。なお、 1 ヶ月後評価用のバウチと3

ケ月評価後用のバウチは別々に用意 し、それぞれの保管期間経過後にバウチ

を開封 して酢酸 _ トコフエ口一ルの残存率を測定 した。

[0040] ( 4 ) 引張特性

シ一ラン ト材の引張強度 （N / 1 5 m m ) 及び引張伸度 （％) は、 J I S

K 7 7 「プラスチック—引張特性の試験方法」に規定された測定方

法に準 じて測定 した。試験片の幅は 1 5 m m、引張速度は 3 0 0 m m / m i

n と した。引張伸度の掴み具間は 5 0 m m とした。

[0041 ] 評価結果を表 2 および表 3 に示す。表 2 の 「ヒ一 トシ一ル強度」の欄 にお

いて、 「ヒ一 卜シール強度の安定領域」に含まれるものには、下線を添えた

[0042]



[ 表 2 ]

[ 表 3 ]

以上の結果 よ り、実施例 1 ~ 6 では、 ヒ一 卜シール強度、非吸着性 に優れ

、かつ、 C O P 単独 （比較例 2 ) や C O C 単独 （比較例 7 ) に比べて、弓|張

伸度が著 しく向上 した。



C O P およびC O C とともにP E を2 0 %配合 した比較例 1 では、 ヒ一 卜

シール強度の向上が低 く、 4 0 °Cで 3 ヶ月の非吸着性がC O C 単独 （比較例

7 ) よりも低 くなつた。

C O P を単独で用いる比較例 2 では、十分なヒ一 卜シール温度が得 られる

温度が 2 0 0 °C以上と高温であり、シール強度の安定領域がみられなかった

。また、引張伸度が低かった。

C O P とP E を配合 した比較例 3 では、 ヒ一 卜シール強度はC 0 P単独 （

比較例 2 ) より高いが、 1 6 0 °C以下でほとんど向上 しなかった。また、引

張伸度の向上も低かった。

C O P とC O C を配合 した比較例 4 ， 5 では、 ヒ一 卜シール強度はC O P

単独 （比較例 2 ) より高いが、引張伸度は同程度であった。

C O C とP E を配合 した比較例 6 では、 ヒ一 卜シール強度はC O C 単独 （

比較例 7 ) より向上せず、非吸着性は低下 した。また、引張伸度の向上も低

かった。

C O C を単独で用いる比較例 7 では、 1 8 0 °C程度の低温ではヒ一 トシ一

ル温度が良いが、それ以上の温度ではヒ一 トシ一ル温度が下降 し、安定領域

がみられなかった。また、引張伸度が低かった。

[0045] 本実施例では、C O Pの配合量がC O C の配合量以上であることから、C

O C がC O P とP E との中間剤として機能 し、 P E の優れた性質であるシ一

ル強度と柔軟性をC O P に効果的に付与することができる。また、C O C が

、 P E の分散性を向上することにより、非吸着性の低下を抑制することがで

きる。

なお、表には示さないものの、C O P : C O C : P E = 1 : 1 : 1 の配合

では効果はなかった。

産業上の利用可能性

[0046] 本発明は、特に、飲食物や化粧品、薬剤等、香料や有効成分を含有する内

容品の包装に好適に利用することができる。



請求の範囲

シク口才 レフインポ リマ一 （C O P ) とシクロ才 レフィンコポ リマ

- ( C O C ) とポ リエチ レン （P E ) をブ レン ドした樹脂か らな り、

その配合比は、 シク口才 レフインポ リマ一 （C O P ) 4 2 ~ 9 8 重量

%、 シクロ才 レフィンコポ リマ一 （C O C ) 1 ~ 4 9 重量％、ポ リエ

チ レン （P E ) 1 ~ 1 9 重量 0/ 0であることを特徴 とするシ一ラン ト用

樹脂組成物。

前記シク口才 レフインポ リマ一 （C O P ) と前記シク口才 レフイン

コポ リマ一 （C O C ) のガラス転移温度が、 いずれも 5 0 ~ 1 4 0 °C

であることを特徴 とする請求項 1 に記載のシ一ラン ト用樹脂組成物。

基材 と、積層 フイルムの一方の最表面 となるシ一ラン 卜層 とを含む

複数の層 を有する積層 フイルムにおいて、前記シ一ラン ト層が、請求

項 1 または 2 に記載のシ一ラン ト用樹脂組成物か らなることを特徴 と

する積層 フイルム。

請求項 3 に記載の積層 フイルムか らな り、前記シ一ラン 卜層 を ヒ一

卜シール してなる ヒ一 卜シール部 を有することを特徴 とする包装袋。
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